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呉市ふるさと納税に係る業務委託公募型プロポーザル実施要領 

 

 

１ 目的 

呉市（以下「本市」という。）のふるさと納税に係る業務（寄附の受付，寄附者

情報の管理，返礼品等の発注・配送管理，寄附者からの問合せ対応等）の効率化

を図るとともに，ふるさと納税制度を活用して，本市の地場産品等の認知向上・

販路拡大による地域活性化，本市の魅力発信，シティプロモーションの推進を図

るために必要な業務を委託する事業者（以下「中間事業者」という。）を公募型プ

ロポーザル方式により選定するために，必要な事項を定めるものとする。 

 

 

２ 業務概要 

(1) 業務名 

呉市ふるさと納税に係る業務 

(2) 場所 

本市が指定する場所 

(3) 業務内容 

別添「呉市ふるさと納税に係る業務委託仕様書」のとおり  

(4) 委託期間 

令和９年４月１日（木）から令和１０年３月３１日（金）まで 

※ 運用開始は，令和９年４月１日からとする。なお，運用開始日前までは

準備期間として対応し，その間に発生した費用は，中間事業者の負担とす

る。 

 

 

３ 見積限度額 

寄附金額に乗じて当該委託料を算出する「委託料率」についての単価契約とし，

「寄附金額の５．５％（税抜き）  」を上限とする。ただし，ガバメントクラウド

ファンディング（中間事業者にポータルサイトへの掲載及び当該データの更新等

に係る保守管理に関する業務を委託していないポータルサイトを活用して寄附

を募集するものに限る。）における寄附金受領証明書等の作成及び発送業務並び

にワンストップ特例申請の処理業務に対する当該委託料率は，「２％（税抜き）」

を上限とする。 

※ 返礼品の調達及び発送に係る経費，ふるさと納税ポータルサイトの手数料，

クレジットカード等決済手数料，受領証明書・ワンストップ特例申請書送付



2 
 

に係る郵送料は含まない。 

 

 

４ 参加資格 

  本プロポーザルの参加者は，次の条件を全て満たすことを要する。 

(1) 現在に至るまでに，地方自治体から，ふるさと納税に係る業務について受託

し，本市の仕様書記載内容と同程度の業務について実績があること。 

(2) 法人格を有する者であること。 

(3) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号に

掲げる者のいずれにも該当しないこと及び同条第２項各号に掲げる行為のい

ずれかを行った者でないこと。 

(4) 呉市入札参加資格者指名停止要綱（平成９年４月１日制定）に基づく指名停

止の措置又は指名停止に至らない事由に関する措置を受けていないこと。 

(5) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続

開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に

基づく再生手続開始の申立てがなされていないこと。 

(6) 公募開始の日から契約締結の日までのいずれの日においても，営業停止処分

の措置を受けていないこと。 

(7) 呉市税を滞納していないこと。ただし，呉市内に事務所等を設置していない

参加者又は呉市内に課税対象資産を所有していない参加者は，現在の主たる事

務所等が所在する市町村における市町村税の滞納がないこと。 

(8) 参加者及び参加者の取締役，監査役，支配人，理事又はこれらに準じる地位

にある者が，呉市暴力団排除条例（平成２４年呉市条例第１号）第２条第３号

に規定する暴力団員等でないこと又はその統制にある者でないこと。 

 

 

５ スケジュール（予定） 

  内  容 期  日 

１ 募集公告 令和８年１０月２日（金） 

２ 質疑書の提出期限 令和８年１０月１３日（火）午後５時（必着） 

３ 質疑に対する回答 令和８年１０月１６日（金）※ホームページに掲載 

４ 参加申込書の提出期限 令和８年１０月２１日（水）午後５時（必着） 

５ 企画提案書の提出期限 令和８年１０月３０日（金）午後５時（必着） 

６ プレゼンテーション実施 令和８年１１月１７日（火） 

７ 結果通知 令和８年１１月下旬 
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８ 契約締結 令和９年４月１日（木） 

 

 

６ 実施要領等の配布 

(1) 配布開始日 

   令和８年１０月２日（金） 

(2) 配布方法 

  本市のホームページからダウンロードすること。 

https://www.city.kure.jp/soshiki/68/koubo.html  

 

 

７ 質疑及び回答 

 (1) 提出期限 

   令和８年１０月１３日（火）午後５時（必着） 

 (2) 提出方法 

          ア 質疑書（様式１）を事務局（収納課税制グループ）へ電子メールにより送

信すること。 

事務局メールアドレス：syuno@city.kure.lg.jp 

イ 件名は，【呉市ふるさと納税業務委託プロポーザル 質疑書】とすること。 

ウ 質疑書の提出後，事務局に電話をして受信の有無を確認すること。 

事務局電話番号：０８２３（２５）３２２６（直通） 

(3) 回答方法 

令和８年１０月１６日（金）を本市からの回答予定日とし，質疑に対する回

答は，本市のホームページに質疑者に関する情報は伏せた上で掲載する。なお，

質疑の内容によっては，回答ができない場合がある。※個別の回答は行わない。 

 

 

８ 参加申込み 

(1) 提出期限 

  令和８年１０月２１日（水）午後５時（必着） 

(2) 提出方法 

  事務局への持参又は簡易書留等の配達日時の確認が可能な送付方法により

提出すること。 

(3) 提出書類 

  次の書類を各１部提出すること。 

ア 参加申込書（様式２） 
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イ 市町村税の滞納のないことを証する書類 

ウ 履歴事項全部証明書（参加申込みを行う日の３か月前の日以降に作成され 

たものに限る。） 

エ 印鑑証明書（参加申込みを行う日の３か月前の日以降に作成されたものに 

限る。） 

(4) 備考 

         提出書類が欠けている場合又は必要部数を満たしていない場合は，失格とす

る。提出後における書類の訂正，差し替え及び資料の追加は，原則として認め

ない。 

         参加申込者が１者のみの場合も，参加資格を有する者であれば，プロポーザ

ルを実施するのもとする。 

 

 

９ 企画提案書等の提出 

(1) 提出期限 

  令和８年１０月３０日（金）午後５時（必着） 

(2) 提出方法 

   事務局への持参又は簡易書留等の配達日時の確認が可能な送付方法より提出

すること。 

(3) 提出書類 

         次の書類について，紙媒体（正本１部，副本１０部）及び電子媒体（ＣＤ－

Ｒ等）を提出すること。 

なお，提案書は，原則としてＡ４サイズ，両面印刷とし，３０ページ以内を

目安として作成すること。 

ア 企画提案書表紙（様式３） 

イ 表紙を除く企画提案書（様式自由） 

【記載内容】 

提案書は，仕様書及び『【別表】評価項目及び配点一覧表』を基に，次の項

目を含めて，具体的に作成すること。また，仕様書に定めのない業務で，見積

りの範囲内で行える業務があれば，提案すること。 

(ｱ) 寄附者情報を適切に管理する体制・能力について 

(ｲ) 準備期間に係る運用開始日までの導入計画及び業務実施スケジュールに

ついて 

(ｳ) システムダウン等の不測の事態への対応方法について 

(ｴ) 寄附者からの問合せ対応の体制と対応可能な問合せ内容について 

(ｵ) 返礼品提供事業者との連携体制について 
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(ｶ) 返礼品の管理体制及び配送遅滞等のトラブルへの対応について 

(ｷ) 現在までの返礼品提供事業者の開拓実績及び返礼品の開発実績並びに 

本市における返礼品開発の提案について 

(ｸ) 既存返礼品の魅力向上等に関する提案について 

(ｹ) 本市の魅力発信や寄附金増加に係るプロモーションの手法について 

(ｺ) 個人情報保護のための対策とその運用方法について 

(ｻ) 本市の取組（例えば，現地決済型のふるさと納税の導入）を十分に理解

した上での改善提案について 

(ｼ) その他自社の優位性について 

(ｽ) 寄附管理システムのパッケージ名称 

ウ 業務実施体制表（様式４） 

エ 業務実施スケジュール表（様式自由） 

オ 関連業務実績（様式５）及び当該実績に係る契約書の写し 

カ 業務見積書（様式６） 

(4) 注意事項 

ア 審査の公平を期すため，企画提案書表紙（様式３）以外の提出書類には， 

会社名，ロゴマーク等の提案者が特定される表示は，一切しないこと。 

イ 審査項目や配点等は，「審査項目及び配点一覧表（別表）」を参照するこ 

と。 

ウ 提案は，本仕様書記載の内容に合致する内容とすること。 

(5) 備考 

ア 提出書類が欠けている場合又は必要部数を満たしていない場合は，失格と

する。 

イ 提出後は，提出書類の訂正，差し替え及び資料の追加は認めない。 

ウ 提出書類は，提案者に一切返却しない。 

エ 提出書類は，事業者選定に伴う作業等に必要な範囲において複製すること

がある。 

オ 提出書類の内容について，別途，本市から確認する場合がある。また，必

要と認める場合には，追加資料の提出を求める場合がある。 

 

 

10 選定方法等 

 (1) 優先交渉権者 

プレゼンテーションによる企画提案等の評価で最高点を獲得した参加者を 

優先交渉権者とする。 

 (2) 評価主体 
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   評価は，呉市ふるさと納税業務中間事業者（中間事業者）の候補者選定委員

会（以下「選定委員会」という。）が行う。なお，選定委員会の会議は，非公

開とする。 

 (3) 評価方法及び結果の通知 

 ア 評価対象 

  企画提案書等及びプレゼンテーション 

イ 評価方法 

 (ｱ) 「評価項目及び配点一覧表（別表）」に掲げる評価項目について，選定 

委員会の委員が採点を行う。 

(ｲ) 各委員の評価点数の合計が全得点（1,000 点）の６割に満たない場合は， 

候補者としない。 

ウ 結果通知 

 令和８年１１月下旬に，本市のホームページで，優先交渉権者の名称及び

採点結果を，次点交渉権者については採点結果のみを公表するとともに，参

加者全員に書面で通知する。 

(4) 留意事項 

優先交渉権者が，次のいずれかに該当するときは，優先交渉権者としての選

定を取り消す。 

ア 提出書類に虚偽の記載があったことが判明したとき。 

イ 評価の公平性を害する行為を行ったことが確認されたとき。 

ウ 著しく社会的信用を損なう行為等があったことにより，優先交渉権者とし 

てふさわしくないと本市が判断したとき。 

エ 参加資格に適合しなくなったとき。 

(5) 契約等 

   優先交渉権者が業務を開始する日までに辞退を申し出たときや，優先交渉権

者の選定が取り消されたときには，次点交渉権者を優先交渉権者とする。 

(6) 問合せ 

 評価結果に対する問合せは，一切受け付けない。 
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【別表】評価項目及び配点一覧表 

評価項目 評価の視点 配点 

１ 業務遂行能力 本業務に対する目的と内容を十分理解し

た上で，ポータルサイトの運用管理能力を有

し，寄附者情報の管理体制を構築する能力を

有しているか。また，運用開始予定日までに，

確実な運用開始を実施する体制構築能力を

有するか。 

15 

２ 業務実績 ふるさと納税に係る業務についての他自

治体等での業務実績が豊富か。 

ふるさと納税に係る業務を適正かつ確実

に遂行する組織体制を有しているか。 

ふるさと納税に係る寄附者管理システム

等について，システムダウン等の不測の事態

が生じた場合においても，迅速に対応する能

力を有しているか。 

10 

３ 寄附者対応 受領証明書・ワンストップ特例申請書の発

送業務を迅速かつ確実に実施し得る組織体

制か。 

寄附者からの問合せに対応するための組

織体制を構築しているか。 

寄附者からの多様な問合せに対し，丁寧か

つ責任を持った対応ができるか。 

10 

４ 管理能力 ふるさと納税に係る寄附情報について適

切に管理するとともに，必要な情報を集計す

るシステム運用能力があるか。 

返礼品提供事業者との連携を密にし，返礼

品提供事業者からの相談等に応じられる体

制が整えられているか。 

配送遅滞等のトラブルがあった場合にも，

迅速かつ適切な対応ができるか。 

15 

５ 返礼品の開発能力 返礼品の開発実績が豊富にあり，本市の地

域特性等を踏まえた魅力的な返礼品の開発

が可能か。 

既存の返礼品に対する寄附額増加に向け

た取組が可能か。 

10 
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６ プロモーション 本市の魅力発信やプロモーションを効果

的に実施することが可能か。 

ポータルサイトの記事作成，写真，デザイ

ンなどの技術を有し，寄附につながる魅力的

なページの作成が可能か。 

15 

７ 個人情報保護対策 中間事業者及び返礼品提供事業者間にお

いて，寄附者の個人情報保護についての有効

性・確定性のある対策が講じられているか。 

５ 

８ 自社の優位性を基礎

とした戦略提案 

提案者の強みを活かし，ふるさと納税制度

の理念に基づく独自性のある取組の提案が

可能か。 

10 

９ 経費率低減に資する

取組提案 

募集に要する費用全体を最適化し，経費率

低減につながる仕組みや視点から，効果的な

提案をしているか。 

10 

合   計 100 

 

 

11 プレゼンテーション出席者届の提出 

(1) 提出期限 

  令和８年１０月３０日（金）午後５時（必着） 

(2) 提出方法 

 ア プレゼンテーション参加者は，プレゼンテーション出席者届（様式７）を

事務局へ電子メールにより送信すること。 

なお，電子メール以外での提出は，受け付けない。 

事務局メールアドレス：syuno@city.kure.lg.jp 

イ 件名は，【呉市ふるさと納税業務プレゼンテーション出席者届】とするこ

と。 

ウ プレゼンテーション出席者届の提出後，事務局に電話をして受信の有無を

確認すること。 

 事務局電話番号：０８２３（２５）３２２６（直通） 

 

 

12 プレゼンテーションの実施 

(1) 開催予定日時 

   令和８年１１月１７日（火）（予定） 

(2) 開催予定場所 
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  〒７３７－８５０１ 

  広島県呉市中央６丁目２番９号 

   つばき会館４階 ４０７・４０８会議室 

(3) プレゼンテーションの実施者 

  実際に本業務を担当する者１名及び補助員２名を含め，３名以内として，主

に前者が行うこと。 

(4) 所要時間（予定） 

  参加者の持ち時間は，説明（２０分），質疑応答（１０分），準備及び撤収

を含め，おおむね３０分間とする。 

(5) 機材 

  プロジェクター，スクリーン及びホワイトボードは，本市が用意するが，そ

の他の機器（パソコン等）が必要な場合には，参加者が準備すること。 

(6) その他 

 ア 企画提案書等に記載のない提案を新たに盛り込み，説明することは認めな 

い。 

 イ 評価の公平を期すため，会社名，氏名等が特定される言動は一切しないこ 

と。 

 

 

13 契約内容 

(1) 契約期間 

 令和９年４月１日（木）から令和１０年３月３１日（金）まで 

(2) 契約方法 

 選定委員会により選定された優先交渉権者と提案内容に基づき協議を行い， 

必要に応じて修正を行う。協議が整い次第，本業務に係る随意契約を締結する 

（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号該当）。 

(3) 支払方法 

  本業務に係る委託料は，完了検査の終了後に支払うものとする。 

   

 

14 その他 

(1) 本プロポーザルに係る一切の経費は，参加者の負担とする。 

(2) 企画提案は，１参加者につき１提案とする。 

(3) 提出書類の著作権は，参加者に帰属するが，本市がプロポーザルに関する報 

告又は公表等のために必要な場合は，参加者の承諾を得ることなく当該提出書 

類を無償で利用・複製することができるものとする。 
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(4) 提出書類は，呉市情報公開条例（平成１１年呉市条例第１号）に基づく 

情報公開請求の対象公文書となり，非公開とすべき部分を除き公開され 

ることがある。 

 (5) 本市は，提出された参加申込書等を，本プロポーザルによる委託業者選定以 

外の目的には使用しない。 

 (6) 企画提案書の提出後に辞退する際には，辞退届（様式自由）を提出するもの 

とする。 

 (7) 本要領に規定されていない事項が発生したときは，選定委員会と事務局が協 

議の上，これに対応する。 

(8) 参加者は，本要領に定める諸条件に同意した上で，プロポーザルへの参加を 

申し込むこととする。 

 

 

15 問合せ先（事務局） 

  〒７３７－８５０１ 

 広島県呉市中央４丁目１番６号 

 呉市役所３階 呉市財務部収納課 税制グループ 

担当：清水・川本 

電話番号 ：０８２３（２５）３２２６ 

電子メール：syuno@city.kure.lg.jp 


